


　近年の相続関係の登記に関する改正が2023年4月、2024年４月に施行され、その他にも数年内に施行される制度があります。
今回は、その中でも重要な相続登記の義務化について概略をご案内させていただきます。
例外や細かな要件等がありますので、詳細はJ-PARTNERS司法書士総合事務所 又は 税制経営研究所担当者へ直接お問い合わ
せください。

【相続登記の義務化】
　2024年４月１日から相続人は、不動産（土地・建物）を相続で取得したことを知った日から３年以内に、相続登記をすることが法律上の
義務になります。正当な理由がないのに相続登記をしない場合、１０万円以下の過料が科される可能性があります。
　また、2024年４月１日より前に相続した不動産も、相続登記がされていないものは、義務化の対象になりますので、これについては、
2027年３月３１日までに相続登記をしていただく必要があります。
　もし、早期の相続登記が難しい場合には、今回新たに作られた「相続人申告登記」の手続を法務局ですることによって、義務を果たすこと
もでき、また正当な理由があれば過料を回避できる場合があります。

【義務の対象範囲】
　相続により取得したことを知った不動産（土地・建物）が義務の対象です。遺産分割が成立した場合や、亡くなった方から相続人に対して
遺贈をした場合等も対象になります。
　また、特定の不動産を相続で取得したことを「知った日」からスタートしますので、取得した不動産を具体的に知るまでは、相続登記の義
務はありません。
　さらに、不動産を相続で取得した人が対象ですので、遺産分割協議や相続放棄等の結果、不動産を取得しなかった相続人には相続登
記の義務はありません。

【相続人申告登記とは】
　相続登記の義務を履行するための簡易な方法として新設された制度であり、法務局（登記官）に対して、対象となる不動産を特定した上
で、(1)所有権の登記名義人について相続が開始した旨及び(2)自らがその相続人である旨を申し出ていただくことになります。
　なお、遺産分割がされた後にこれに基づく登記をする義務を相続人申告登記によって履行することはできないことや、不動産について
の権利関係を公示するものではなく、効果が限定的であることに留意が必要です。

【相続人申告登記の効果】
　相続人申告登記は、申出をした相続人についてのみ、相続登記の義務を履行したものとみなされます。相続人の全員が義務を履行した
とみなされるには、相続人全員がそれぞれ申出をする必要があります。
　なお、複数の相続人が連名で（話し合って）申出書を作成することで、複数人分の申出をまとめてすることもできます。
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　物価高騰に対して賃金上昇が追いついていないことによる国民の負担を緩和するため、物価高騰に対応可能な持続的賃上げが
実施できる経済を目指し、実現していく必要があります。そのため、所得税・個人住民税の定額減税の実施、賃上げ促進税制の
強化等が行われる税制改正となります。また、資本蓄積の推進や生産性向上による供給力の強化を図るため、戦略分野国内生産
促進税制やイノベーションボックス税制が新たに創設されます。さらに、地域経済や中小企業等の活性化の観点から、交際費等の
損金不算入制度の延長及び見直しが行われ、事業承継税制の特例措置に係る計画提出期限の延長や外形標準課税の適用対象
法人の見直し等も行われます。

今回は、２０２４年６月から実施される「所得税・個人住民税の定額減税」の

概要について説明していきます。

(1)制度の内容

①給与所得者

(2)減税の実施方法

所 得 税

居住者（合計所得金額が１,８０５万円以下の者）の２０２４年分の
所得税額から、特別控除の額を控除（その者の所得税額が上限）

納税義務者（合計所得金額が１,８０５万円以下の者）の２０２４年
度の個人住民税所得割の額から、特別控除の額を控除

（その者の個人住民税所得割の額が上限）

個 人 住 民 税

源泉徴収税額

所 得 税

源泉徴収税額

控除

【特別控除の額】本人３万円＋下記の者の人数合計×３万円

個 人 住 民 税 ( 特 別 徴 収 )

・6月に控除しきれなかった額は
7月以降に順次控除する。

・年末調整により調整する場合がある

・特別控除後の税額を2024年7月～2025年5月の
11ヶ月で均等に徴収する。注意点

６月分は特別徴収なし

【特別控除の額】本人１万円＋下記の者の人数合計×１万円

・合計所得金額が４８万円以下の居住者である同一生計配偶者
と扶養親族　

・前年の合計所得金額が４８万円以下の居住者である控除対象
配偶者と扶養親族

控除

控除

2024年6月

2024年7月

2024年8月

②事業所得者等

源泉徴収税額

源泉徴収税額

源泉徴収税額

予定納税額

所 得 税

予定納税額

控除

個 人 住 民 税 ( 普 通 徴 収 )

・第1期分から控除しきれなかった額は、
第2期分から控除する。

・第1期分から控除しきれなかった額は、
第2期分以降から順次控除する。

注意点

控除第１期

第2期

第4期

※本誌は「令和6年度税制改正大綱」（2023年12月22日閣議決定）に基づいて作成しており、情報の提供を目的として一般的な取り扱いを
まとめたものです。このため、今後当該大綱に沿って作成される法案は本誌とは異なる内容となる場合があります。

（注１）同一生計配偶者には、合計所得金額が９００万円超である居住者の同一生計配偶者を含む。
(注２）扶養親族とは納税者と生計を一にしていること等の要件を満たす者（１５歳以下の者も含む）。

（注３）個人住民税において納税義務者の合計所得金額が１,０００万円超の場合は、取り扱いが異なる。
詳細は各担当者にお尋ね下さい。

普通徴収税額

普通徴収税額

普通徴収税額

普通徴収税額

第3期

不動産の登記名義人が死亡

相続人が相続登記をせず放置

何十年もたつと…

（j-partners.jp）

相続人が増えすぎ、特定が困難に
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